
（単位：％）

･

実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額がないため、「―」と記載しています。【備考】･

一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率
（前年度比11.4ポイント改善）

　健全化判断比率とは、実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担
比率の4指標からなり、それぞれ、早期健全化基準（イエローカード）、財政再生基準
（レッドカード）が定められています。
　各比率のいずれかが、定められた基準以上であった場合は、財政健全化計画や財政再
生計画の策定が義務付けられています。

早期健全化
基準

財政再生
基準

説　明

  25.0 35.0

比率名
平成26年度

決算
平成27年度

決算

実質赤字比率 ― ―

一般会計等が負担する元利償還金及
び準元利償還金の標準財政規模に対
する比率（前年度比0.1ポイント悪
化）

350.0 ―

  11.25 20.00
一般会計等を対象とした実質赤字額
の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字比率 ― ―   16.25 30.00
全会計を対象とした実質赤字額の標
準財政規模に対する比率

実質公債費比率
 (３か年平均)

13.3 13.4

中核市順位 （40/45） （43/47）

将来負担比率 182.9 171.5

中核市順位 （45/45） （47/47）

➣詳細は、次ページ以降をご覧ください。

平成27年度決算分の中核市順位は、各市の速報値を基に掲載しています。

平成27年度決算に基づく健全化判断比率の概要

各比率は、昨年度同様いずれも基準をクリアしています。
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①実質赤字比率

(単位：千円)

②連結実質赤字比率

(単位：千円)

　一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。実質的な赤字が市税等の標準
的な一年間の収入に対してどれくらいの割合になるのかを示す指標であり、数値が大きいほど、財政運
営が厳しい状況であることを示しています。

【標準財政規模】
　健全化判断比率を算定する際の基準額として用いられる額で，地方交付税算定上の地方公共団体の
一般財源の標準規模に臨時財政対策債発行可能額を加算した額

平成27年度　　75,017,802千円

(参考) 平成26年度　　75,320,302千円

標準財政規模

(参考) 平成27年度実質黒字比率 一般会計等の実質黒字額

2.33 ＝
1,752,138

【一般会計等】
　一般会計、住宅新築資金等貸付金特別会計、土地区画整理事業特別会計、市街地再開発事業特別会
計、公共用地取得事業特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

平成27年度実質赤字比率 一般会計等の実質赤字額

― ＝
0

× 100
75,017,802

0.06 ＝
50,359

× 100
75,320,302

× 100
75,017,802

標準財政規模

一般会計等の実質黒字額平成26年度実質黒字比率

× 100
75,017,802

標準財政規模

　全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率です。すべての会
計の赤字と黒字を合算して、奈良市全体の資金の不足の程度を指標化したものであり、数値が大きいほ
ど、奈良市全体としての財政運営が厳しいことを示しています。

平成27年度連結実質赤字比率 連結実質赤字額

標準財政規模

(参考) 平成27年度連結実質黒字比率 連結実質黒字額

7.02 ＝
5,267,096

― ＝
0

× 100
75,017,802

標準財政規模

平成27年度決算における一般会計等の実質収支については、「1,752,138千円」の黒字で

あったことから、実質赤字比率は「―」表記となります。

なお、実質黒字額としては、平成26年度が「50,359千円」であったことから、

「1,701,779千円」の増額となりましたので、参考比率として算出しております実質黒字比率

は2.27ポイントの改善となります。
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110,887 20,625 0 1,733 414,782 0 4,966

22,511 18,384 0 803 37,094 0 0

3,935,269 3,447,957 0 26,878 815,771 40,550 47,590

○公営企業会計(法非適)にかかる資金不足額等

会計名

21,095

2,020,278 844,449 0 109,494 3,694,327 8,854 50,766

206,927 201,399 0 1,933 28,050 0 0

4.11 ＝
3,100,230

× 100
75,320,302

平成26年度連結実質黒字比率 連結実質黒字額

26年度
実質収支額等

一般会計等 129,690,190 127,813,580 1,876,610 124,472 1,752,138 50,359

標準財政規模

【会計別収支】
○平成27年度実質収支額

会計名 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 繰り越すべき財源 実質収支額

国民健康保険
特別会計

42,778,022 42,722,091 55,931 0 55,931 40,400

18,551 30,326

駐車場事業
特別会計

310,356 310,356 0 0 0 0

介護保険
特別会計

26,711,715 26,693,164 18,551 0

18,751 22,915

○公営企業会計(法適)にかかる資金不足額等

会計名
資金不足額
・剰余額

26年度
実質収支額等

後期高齢者医療
特別会計

5,159,318 5,140,567 18,751 0

流動負債 控除企業債等 控除未払金等 控除引当金等 流動資産 控除財源 貸倒引当金

歳出額 歳入額 繰越額

2,669,904 2,263,585

病院事業会計 331,219 356,680

水道事業会計

繰越額にかかる
未収入特定財源

資金不足額
・剰余額

26年度
実質収支額等

下水道事業会計 362,377 312,733

24,455 2,137

月ヶ瀬簡易水道事業会計 33,770

針テラス事業
特別会計

91,023 91,023 0 0 0 0

 

連結実質収支額　合計 5,267,096 3,100,230

平成27年度決算における全ての会計の実質収支総額については、「5,267,096千円」の黒字

であったことから、連結実質赤字比率は「―」表記となります。

なお、平成26年度が「3,100,230千円」の黒字であったことから、「2,166,866千円」黒字

が増額したことになり、実質黒字比率としては、平成26年度の「4.11％」から平成27年度の

「7.02％」へと2.91ポイント改善したことになります。

収支が改善した主な会計として、「一般会計」が、消費税率の引上げやドリームランド跡地の

公売等により「1,696,370千円」黒字が増額となっています。
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③実質公債費比率

(単位：千円)

(参考)

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率です。実質的な借入
金の返済額が、市税等の標準的な一年間の収入に対してどのくらいの割合になるのかを示します。この
比率が高まるほど、財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと赤字団体に転落する可能性が高ま
るなど、資金繰りの危険度を示しています。

【元利償還金】
　借入金（地方債）の返済額及びその利子

【準元利償還金】
　一般会計等が負担する特別会計の元利償還金など、元利償還金に準ずるとみなされるもの

【基準財政需要額算入額】
　地方公共団体が1年間に標準的な行政を行うのに必要な経費として、普通交付税に算入された額

地方債の
元利償還金

準元利
償還金

特定財源

元利償還金･
準元利償還金

に係る基準財政
需要額算入額

平成27年度
実質公債費比率

標準財政規模
元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

13.3 ＝
(18,721,485 ＋ 2,571,473)－(3,357,529 ＋ 9,168,270)

× 100
75,017,802       －     9,168,270

平成26年度
実質公債費比率

13.3 ＝
(18,954,706＋3,259,136)－(3,421,944＋10,133,715)

×

地方債の
元利償還金

準元利
償還金

特定財源

元利償還金･
準元利償還金

に係る基準財政
需要額算入額

100
75,320,302       －      10,133,715

標準財政規模
元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

単年度
指数

25年度 13.7%
25～27年度
3か年平均

13.4%
24～26年度
3か年平均

13.3%
24年度 12.9%

準元利償還金 2,571,473 3,259,136 △ 687,663

特定財源 3,357,529 3,421,944 △ 64,415

27年度 26年度 差額

地方債の元利償還金 18,721,485 18,954,706 △ 233,221

元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要
額算入額

9,168,270 10,133,715 △ 965,445

合　計　(分　子) 8,767,159 8,658,183 108,976
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④将来負担比率

(単位：千円)

(参考)

  平成22年度の実質公債費比率については、単年度で「14.1％」と前年度比0.3％の
改善となりました。
　主な要因として、地方債の元利償還金が、前年比114,206千円増額となったもの
の、公営企業等に関する償還金が減額したことにより準元利償還金が前年比
224,722千円減額となっていることや算定式の分母となる標準財政規模が増額した
ことなどがあげられます。
　しかしながら、平成19年度の実質公債費比率が13.7％であったことなどから、平
成20年度から平成22年度までの3か年平均については「14.1％」となり、0.2％の

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率です。奈良市が抱える実質的
な負債の残高が、税等の標準的な一年間の収入に対してどのくらいの割合になるのかを示します。将来
負担額には、地方債残高だけでなく、借入金ではないものの契約により支払いを約束したもの（都市再
生機構への学校建設立替金等）、退職手当負担見込額等、奈良市が将来支払っていかなければならない
ものすべてを含めています。この比率が高いほど、将来財政を圧迫する可能性が高くなります。

平成27年度
将来負担比率

171.5 ＝
(271,182,487)－(5,796,525＋31,398,947＋121,016,633)

× 100
75,017,802       －       9,168,270

標準財政規模

将来負担額 充当可能基金
特定財源
見込額

地方債現在高
等に係る基準
財政需要額
算入見込額

将来負担額 充当可能基金
特定財源
見込額

地方債現在高
等に係る基準
財政需要額
算入見込額

平成26年度
将来負担比率

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

標準財政規模
元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額

【将来負担額】

27年度 26年度 差額

182.9 ＝
(278,032,624)－(6,002,992＋33,176,663＋119,576,529)

× 100
75,320,302       －      10,133,715

公営企業債等繰入見込額 36,082,820 37,799,809 △ 1,716,989

退職手当負担見込額 20,816,438 22,870,417 △ 2,053,979

地方債現在高 214,248,163 217,321,596 △ 3,073,433

債務負担行為に基づく支出予定額 35,066 40,802 △ 5,736

設立法人の負債額等
負担見込額

土地開発公社 0 0 0

第三セクター等 0 0 0

連結実質赤字額 0 0 0

合　　　　　　　計 271,182,487 278,032,624 △ 6,850,137

平成27年度決算に基づく実質公債費比率については、前年度と同じく単年度で「13.3％」

となりました。

分子となる地方債の元利償還金が前年度比「233,221千円」減額、準元利償還金が前年度比

「687,594千円」減額となりましたが、控除項目である特定財源が前年度比「64,415千円」

減額、基準財政需要額算入額が前年度比「965,445千円」減額となったことが主な要因として

あげられます。

なお、本比率は、3か年平均で算出しますので、平成25年度から平成27年度決算までの3か

年平均では「13.4%」となり、0.1ポイント悪化しました。
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【充当可能財源等】

27年度 26年度 差額

基準財政需要額算入見込額 121,016,633 119,576,529 1,440,104

合　　　　　　　計 158,212,105 158,756,184 △ 544,079

充当可能基金 5,796,525 6,002,992 △ 206,467

充当可能特定歳入 31,398,947 33,176,663 △ 1,777,716

【公営企業債繰入見込額】
　特別会計の地方債残高のうち、将来一般会計等が負担すると見込まれる額

  平成22年度の将来負担比率については、「209.4％」となり前年度比「4.5％」の
改善となりました。
　前年度と比較すると、①公営企業債等繰入見込額が「2,751,655千円」減額、②退
職手当負担見込額が職員の削減により「1,660,518千円」減額、③土地開発公社の負
債額負担見込額が「2,269,267」千円減額などしましたが、④地方債の現在高が、前
年比「9,730,449千円」増額したことにより将来負担額は、「2,863,414千円」の
増額となりました。
　これに対し、控除される①充当可能基金の額が「19,413」千円、②地方債現在高
等に係る基準財政需要額算入見込額が「5,297,963」千円、それぞれ増額になり、差
引負担額としては「1,518,603」千円の減額となったことにより比率が改善されたこ
とになります。

平成27年度の将来負担比率については、「171.5％」となり前年度比11.4ポイントの改善

となりました。

主な要因として、分子となる地方債現在高が「3,073,433千円」減額、退職手当負担見込

額が「2,053,979千円」減額、公営企業債等繰入見込額が「1,716,989千円」減額したこと

により将来負担額は、「6,850,137千円」の減額となりました。

また、将来負担額から控除される地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額が

「1,440,104千円」増額しましたが、充当可能特定財源見込額が「1,777,716千円」、充当

可能基金の額が「206,467千円」減額となりました。よって差引で分子となる負担額として

は「6,306,058千円」の減額となり比率が改善されました。
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(公財)奈良市生涯学習財団

針テラス事業特別会計

【　健  全  化  判  断  比  率   の  対  象　】

一般会計等

一　　般　　会　　計

一般会計等
に属する
特別会計

住宅新築資金等貸付金特別会計

土地区画整理事業特別会計

市街地再開発事業特別会計

公共用地取得事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

法非適用
公営企業

公営事業会計

一般会計等以
外の特別会計
のうち、公営
企業に係る特
別会計以外
の特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

駐車場事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

公
営
企
業
会
計

法 適 用
公営企業

水道事業会計

月ヶ瀬簡易水道事業会計
下水道事業会計
病院事業会計

地方公社・第三セクター等

株式会社奈良市清美公社

奈良市市街地開発株式会社

(一財)奈良市総合財団

一部事務組合・広域連合

山辺環境衛生組合
奈良県市町村総合事務組合
奈良県住宅新築資金等貸付金
　　　　　　　　　　回収管理組合
奈良県後期高齢者医療広域連合

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率

実

質

公

債

費

比

率
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